
公共財の 「需要表明過程」覚書

早 見 弘

1.フ リ ー ・ラ イ ダ ー 問 題

公 私 二 財 を 生 産 しか っ 消 費 す る経 済 に お い て,所 与 の 技 術 と資 源 を用 いて,

パ レー ト最 適 状 態 を達 成 す る た め の条 件 は,そ の 最 初 の 発 見 者 に因 ん で サ ミュ

エル ソ ン条 件 と い わ れ て い る 。 これ は π人 か ら成 る社 会 の 人 々の,公 私 二 財 に

対 す る限 界 代 替 率 の総 和 が,二 財 の 生 産 にお け る限 界 変 換 率 な い しは限 界生 産

物 比 率 に 等 しい と い う もの で あ る。 この 条件 を導 出 した あ とで,サ ミュ エ ル ソ

ンは っ ぎ の よ うに 言 って い る。 「いか な る 分 権 的 価 格 制 度 を も って して も,集

合 消 費財(collectiveconsumptiongoods)の 最 適 水準 を決 定 す るに は役 立 た な

い。 この 制 度 に代 え て ダ投 票 あ る い は その 他 の信 号 装 置 が 試 み られ な くて鳳 な

らな いで あ ろ う。 ・・… ・人 々 は所 与 の 集 合 的 消 費 活 動 に 対 して,実 際 に抱 いて い

るよ りは低 い 関 心 しか も って いな い とい う振 りを した り,偽 りの信 号 を送 る ほ

うが 彼等 の 利 己心 に適 うの で あ る。」Dこ の 問題 が集 合 消 費 財 な い しは公 共 財 の

「只 乗 り(フ リー ・ラ イ ダ ー)問 題 」 と呼 ばれ て い る。最 適 編 成 の た め の 解 は

与 え られ て い る。 しか しその 状 態 を 「ど うや って 見 出す か が問 題 で あ る 。」2)

フ リー ・ライ ダ ー問 題 を 初 め て 指摘 した の は1740年 デ ヴ ィ ド ・ヒュ ー ムで あ

る と いわ れ て い る3)。 近 代 に 入 ってか らは財 政 学 で は ク ヌ ー ト ・ウ ィク セル が

明確 に この 問 題 を 指摘 し,す べ ての 人 が 公 共 財 の 只 乗 り を決 め 込 む とす れ ば,
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1)Sam.uelson,P.A.,"ThePureTheQryofPublicExpenditure,"Reひ`eωo∫
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支払われずには供給 されない公共財はなくなって しまい,「 国家はほどな く,・

その機能を停止 して しまうであろう」4}と述べた。その道 を回避 し,克 服す る

ためにウィクセルが提案 したのは,特 定の公共支出とその財源としての租税を

一つのパ ッケージ案とし,過 半数以上の制限多数決で票決することであった。

サ ミュエルソンが分権的価格機構に代わる投票機構といったごく初期の提案が,

ウィクセルにみられるわけである。また,こ れ と同 じ機能,つ まり政府サービ

スの利益を,租 税 という価格代用物の支払いによって評価 し,二 つの限界的均

衡をはかることによって,サ ービス規模と負担を同時に決定するという問題は,

リンダールによって解かれたが,リ ンダール ・モデルは平等な交渉力をもつ二

党が自発的に租税負担率を調整 し合って,双 方が最 も望ましいとする負担率と

公共財供給水準を決定するという解決であって,フ リー ・ライダーは当初から

存在 しないのである5)。

フリー ・ライダーを生 じさせないための工夫としては,J.M.ブ キャナンの

目的税論や,R.バ ードの利益説再考にもみられるところである6】。 この場合,

公共財サービスの評価を身近かに,あ るいは公共財への真の選好を表示 しや

い条件として,個 別に受益が分解できるサ「ビスであったり,受 益度合の密接

な代理変数が少ないほうが有効な解をもた らし易い。道路サービスとガソリン

課税,ご み処理サービスと世帯人員にかかる人頭税など,公 共の非競合性と非

非排除性が弱まって,競 合性 と排除性をもっ私的財的地方公共財に近づ くほど,

4)Wicksell,K.,"ANewPrincipleofJustTaxation,"inα αss`cs`π ヵんe

銑eorッq/P砿 わ乙`cF`η θπαcθed.byR.A.Musgrave&A.T.Peacock

(LondonゴMacmillan,1958),p.81.

5)リ ン ダ ー ル=ヨ ハ ン セ ン ・モ デ ル に つ い て は,拙 稿 「共 共 財 理 論 と 投 票 に よ る 予 算

選 択 」 『商 学 討 究 』 第25巻(1974年10月),pp.78-83.

6)Buchanan,JamesM.,"TheEconomicsofEarmarkedTaxes,"Joωrπ αZ

o/Po髭 だcαZEcoπom　 ッ,voI.71(Oc乱1963),pp.457-69;in.Pμ わ髭cFε ηαπce

ed.R.W..Houghton(PenguinReadings,1970),pp.277-95.

Bird,RichardM.,"ANewLookatBenefitTaxation,"in8ecωZαr

野eπ(オoノ 仇 θPω 配`cSec亡ored.byH.C.Recktenwald(Paris:IIPF,1978)、

pp,241-52.こ の 論 文 で バ ー ドは,受 益 の 代 理 受 数 と して 所 得 を 選 び,こ れ にflat

ratetaxを か け て,地 方 税 収 入 に あ て る こ と を 提 案 して い る 。(付 記 こ の 論 文

の 入 手 に あ た っ て 石 弘 光 教 授 〔一 橋 大 〕 を 煩 わ せ た 。 記 して 謝 意 を 表 し た い 。)
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応 益 課 税が 有 効 とな って い る。

と こ ろで,フ リー ・ラ イ ダ ー に は二 つ の 種 類 が あ るよ うに思 われ る 。一 っ は,

課 税 さ れ た 限 りは 支 払 うが,そ の 支 払 いに 対 して よ り過 大 な 公 共 財 を表 明 す る

者 と,二 つ に は,与 え られ た公 共 財 の 利益 を本 心 で は評 価 しな が ら も,あ え て

支 払 い たが らな い,ま た は税 が 重 い と表 明 す る者 で あ る。 いず れ も公 共 財 の 共

同 消 費 性 か ら由来 した利 己的 表 明 で あ る こ とは 間違 い な い。 で は逆 に,こ の二

っ を偽 りの 表 明(falserevelation)と して,い ず れか の嘘 を表明 したな らば,利

己心 に 反す るよ うなdeviceは な いで あ ろ うか。 つ ま り,嘘 つ きに は罰 金 を か け,

正 直 を 推奨 す る よ うな 工 夫 は な いで あ ろ うか。 真 の 選 好 を 素 直 に 表明 した ほ う

が,利 己心 を満 た し,良 心 に もか な う とい うの で あ れ ば,そ の よ うな メ カ ニ ズ

ム は経 済 的 にみ て 効 率 的 で あ り,倫 理 的 にみ て 善 で あ ろ う。

倫 理 的 目的 をみ たす 方 策 の探 求 で あ った と言 え な い けれ ど も,サ ミュ エル ソ

ン条 件 を達 成 す る メ カ ニ ズ ム と して 提 案 され たの は,1971年 ク ラ ー ク(Edward

H.Clarke)に よ る誘 因 税 賦 課 に よ る需 要 表 明 過程(demandrevealingprocess)

で あ る。 ま た1975年 に トマ ス ・グ ロー ヴ ス とM.ロ ォ ウ ブ(T.Groves&M.

Loeb)も ほ ぼ同 型 の メ カ ニ ズ ム を独 立 に発 表 した。 発 表 され た当 初 はあ ま り注

目 され な か っ たが,テ ィー ドマ ン とタ ロ ックが ク ラ ー ク ・モ デ ル を解 説 して 以

来,公 共 選 択 論 と は別 種 の 交 渉 モ デ ル と して の 認 知 を 受 け,中 級 ・上 級 の 財 政

学 テ キ ス トに も載 る よ うに な り,80年 代 に入 って か らは殆 ど確 定 した 居住 権 を

与 え られ た よ うで あ る η。

本 稿 は 旧稿 な らび に 拙 著 で は取 扱 って いな か った フ リー ・ライ ダ ー問 題 の 解

の 一 つ と して,ク ラー クの 提 案 を解 説 し,そ の吟 味 を試 み た もの で あ る。 ゲ ー

ム理 論 で用 い られ る複 雑 な 記 号 や 展 開 を 用 い ず,幾 何 的 な説 明 に よ る明 解 さ を

心 掛 け て い る 。

II.需 要表明過程 の図解 による説 明

は じめに述べたように,公 私二財をふくむ経済のパ レー ト最適な資源配分を

7)参 考文献を見られたい。
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生ずる条件は,公 私二財の各人による限界代替率の総和が,二 財の生産におけ

る限界生産力比率に等 しいことであった。いま私的財についての資源配分が最

適であったとして,公 共財のみに集中 しよう8)。 このとき,公 共財に対する限

界効用 と各人が公共財に対 して自発的に支払ってもよいと考える税価格 との均

衡が,各 人の公共財需要曲線を形成する。自発的な税価格の申告と支払いとい

う代りに,政 府が市場の仲介人となって各人に税価格を賦課したときに,公 共

財の各消費者それぞれが評価する限界効用と等 しい需要量を真に表明するとし

て もよい。この場合には,人 々の需要量は一致 しないであろうが,公 共財がもっ

等量消費 という性質上政府は繰 り返 し税価格の賦課を改訂することによって,同

一量の公共財の もとで,各 人の限界評価額の総和が,公 共財の限界費用に一致

するように試行すればよい。ただし,こ のための情報収集費用,賦 課費用はゼ

ロとする。以上のモデルを簡単なグラフで示 したのは,ハ ワー ド・ボーエンで

ある。ボーエンはこの垂直和の条件を成立させるために,全 会一致を表決ルー

ルとする投票によって自発的に税価格を申告 し自らに賦課 して費用を賄うもの

とした9)。

いま一般性を損なわないように,公 共財の限界費用は一定で,仮 に1万 円で
れ

あるとしよう。政府は任意に各人にたいして Σ あ;1万 円になるようにこの
ゴロユ

費用分担額'ゴ を賦課するものとしよう。そ して各人はそれぞれの 毒のもとで
れ

公共財0、 の需要を表明するように求める。このとき ΣGの 垂直和が第1
ド 　

図 の 、41)で あ る 。 ボ ー エ ン均 衡 は σ で あ る 。 た だ し,こ の ノの は`人 σ=

1,...,π)の 直 の 選 好 の 総 和 で あ る か ど う か は わ か らな い か ら,σ は 偽 似 的 ボ

ー エ ン 均 衡 で あ る 。

つ ぎ に 政 府 は π 人 の 消 費 者 か ら任 意 の α を 除 い た(π 一f)人 の 総 需 要 曲 線

、4D-Dα を 想 定 す る 。 政 府 は σ を 除 い た こ と に よ って,租 税 負 担 額 は(1-'。)

8)公 共 財 の 選 好 は,私 的 財 の 消 費 とは 独 立 で あ る と仮 定 す る。Gを 公 共 財 消 費,卸 を

`人 の す べ て の 私 的 財 の 消 費 とす る と,効 用 関 数 は,砺=μ,(G)+ッ ∫ とな る。

9)Bowen,H.R.,"TheInterpretatiQnofVo㌻ingintheAllocatiQnofEco-

nomicResources,"@αr`θr砂Joω 配 αZoゾ 瓦ooπo砺08,voL58(Nov。1943),

pp.27-48.
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万円となり,こ れをA1)-D、 の交点 ム で公共財供給額 σ'を決定する。00'

はその総費用を賄わねばならないが,そ の大きさは(η 一1)人 の支払いによる 一

σ協 ×(1一亡σ)と αに賦課される σ'D× ε。との合計00'ノ κ で示される。

αは政府1ζ除外された状態におかれて,好 むと好まざるとに抱 らず,他 の人々

の真偽のほどは不明の,需 要曲線の垂直和 と限界費用との一致によって,0σ'

を消費させ られ 古、xOσ'の 賦課を強制 されるわけである。 しか しこのとき,

次に来 る状況を考えると,α の状態は社会的な最適公共財0σ を決定す る限 層

界消費者の立場に立たされている。ボーエン均衡点Pか らみるとoはG'か ら

Gへ 公共財を限界的に増加させることによって社会的最適に達することができるが,

そのためには,@-1)人 の人々に彼の望んだ変化による効用の損失分を補償 し

てや らなければな らない。αの意志表示によって均衡にいたるとすると,そ れ

が他の人々に与える社会的コス トの増分はABOで ある。この部分をDEFに

写像として示す。この三角形1)卯 は0'0の 増加分を供給するに足 るαに対

する供給曲線である。政府はこのように考えて,α に(G'OE刀+DE珊 分の
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「ク ラ ー ク税 」 を告 示 す る1こ こで 重 要 な こ と は,写 像 に よ って α に 告 げ られ

る税 負 担 額Fσ で あ る 。 この 額 に よ って α はFを 通 る真 の 需 要 曲 線 を 表 明

した方 が,過 大 ま た は過 少 な需 要 表 明 よ り,税 を 支 払 っ た の ち 彼 が 享 受 す る

0'0か ら生 ず る純 利 益 を 最 大 に す る ことが で きる 。 この 純 利益 は η朋 で示

さ れ る 。

第2図 に よ って 過 少 表 明 ・過大 表 明 が 真の 需 要 表 明 よ り純 利 益 が 少 な い こ と

を 示 そ う。 前 と同 様 に α の 需 要 を 除 くA1)一.0、 を 求 め,こ れ と α以 外 ゐ(η一1)

人 の需 要 の 垂 直 和 と交 差 した 点Bの 横座 標0σ'で 決 定 され る とす る 。α は他

人 が 決 め た06'よ り σG'分 だ け 少 な い需 要量 を欲 して い る とす る。 他 の 人 々

が 同一 の需 要 曲 線 に止 ま りな が ら,σG'分 の 公 共 財 を 少 な くす る た め に は

A'B℃'分 の補 償 を払 う必 要 が あ る。 この 写 像 がD'E'F'で あ る。 この と き

この 写 像 は α に と って 減 税 分 な い しマ イ ナ スの ク ラ ー ク税 で あ る。 支 払 うべ

き純 額 はGσ'D'F'で あ り,GG'の 限 界 増 加 分 よ り受 け る利 益 は σσ'∬'F'

で あ る。 純 利 益 は純 損 失 に変 わ ってD'F'、 研 とな る。

第3図 は過 大 表 明 の場 合 で あ る 。α はG点 で 真 の 需 要D。 よ り大 きな 支払

・意 欲(willingness-to-pay)D"を も って い る。 彼 の 付 加 的 需 要 量GG"を 満 た

K

1-ta

ta

0

P

C

BAD

A

E'D'

AD-Da

S'

S FH'

G

第2図

G



公共財の 「需要表明過程」覚書 9

P

H"

AD

PAD-D
D"aE"

0 G GG"

第3図

す た め には,0σ"F"H"の ク ラー ク税 を 払 うよ う告 示 され る 。 しか し α が 享

受 す る利 益 は σσ"E"五1"で あ る。 こ の と き 差 引 き 純 損 失17"1号"F"が 生 ず

る。

結 局 の と こ ろ第1図 で 述 べ た よ うに 偽 似 的 ボ ーエ ン均 衡Gに お いて,真 の

需 要 を 表 明 した ほ うが α に と って 限 界 増 加 分Gσ'を 享 受 す る こ と に よ って

受 け る純 利 益 が も.っと も大 き い と い う こ と にな る。

π 人 の な か の 任 意 の 一 人 α に と って 成 立 つ こ とは,他 の 誰 に と っ て も妥 当

す る。 公 共 財 決 定 に参 加 す る人 々 は,ク ラ ー ク的 誘 因 税 を告 示 され る こと に よ

って 限 界 的 増 加 分 な い し減 少 分 に 対 して 真 の 需 要 表 明 を行 ったほ うが 有 利 とな

る。

III.評 価 と問題点

前 節で ク ラ ー ク,テ ィー ドマ ン=タ ロ ッ ク に よ る需 要 表 明 過 程 の 内容 を説 明

して き た。 以 下 で は,こ の メ カニ ズ ムの 特 質 と問 題 点 につ い て述 べ よ う。

第 一 に,筆 者 が 意 図 的 に指 摘 して き た と こ ろで あ るが,ク ラ ー ク税 の賦 課 に
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よる真の需要表明は,初 め任意に賦課された公共財の負担率,し たが ってそこ

か ら求められる負担額か ら出発 して,偽 似的ボーエン均衡にいたる限界的増加

分(ま たは減少分)を,純 利益の極大となるように自利心を刺激 して,真 の需

要表明がもっとも望ま しいと結論づけるものであった。か くして決定 された公

共財OGは,他 の人々による需要表明の真偽のほどは判明しないまでも,任

意に選ばれた αにとっては均衡のための限界条件をみたしている。この意味

でナッシュ均衡にあるといえるし,任 意の αが π人中の誰であって も,真 の

需要表明こそ ドミナントな戦略であるということになる。 しか し,そ の場合公

共財OGを 供給するために必要な財源は不十分か,ま たは過剰な蚊入になる。

っまり限界的な数量の均衡は予算の均衡を成立させていない,と いうことであ

る。・第1図 でいえば,OGの 公共財を供給するためにはOGPKの 税収が必要

である。これに対 して任意の αはすでに賦課された租税OG'D`。 とクラーク

税0'GFDと を負担する。α以外の(π 一1)人 はOG'ム(1一 亡。)を負担す

る。αの負担額は(1一 古8)ABPKに 等 しいか ら,予 算の不足分は σ'σβAで

ある。αが真の表明を し,ま た相次いで真の表明が ドミナン トな戦略であるこ

とを理解するようになると,OGに 対 してBPの 垂直和が成立するが,そ のと

きクラーク税の(DEF× π)記分が黒字になってしまう。テ ィー ドマ ンニタロ

ックは,こ の黒字部分を還付すると所得効果を生 じて需要曲線をシフトさせる

ため,凍 結または破棄 しな くてはな らないという。このことからも需要表明過

程のメカニズムは リンダール均衡のように,二 政党の協力によって均衡解(そ

れはパレー ト最適解で もある)を 求めるというものではな く,限 界的変化分の

調整に焦点をあてたものだということができよう。

第二に,上 記の限界変化分の調整であることを補完するように,テ ィードマ

ン=タ ロックはグラーク税の三角形部分は納税者一人 あたりにすると小さな金

額にしかならない,と いう。それは以下の証明による。いま(AD-D。)の 公共

財需要の税負担弾力性を η とす る。第2図 の記号を使うと

ノ1'β'/OG'
η=A'cソ(1 -'。)
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こ こ で 、4'8'=∠G,、4℃'=4'。 で あ る 。

ゆ え に,∠ σ=η0σ'∠ 晦/(1-'σ).

三 角 形A'B'0'の 面 積 は,

1

,喜 ηOG'(婦2÷(1-'・).

分 母(1一 ε召)は π が 大 にな る と一 人 あ た りの 負 担 率 な が 小 に な るの で1に

近 づ く。 した が って 分 子 だ けが 有 意 な 変数 に な るが,η が2の 値 を とる もの と

す る と,各 人 の ク ラー ク税 の三 角形 部 分 は00'(∠'σ)2に な る。 π が 大 に な る

と(∠'わ の平 均 値 は1加 よ り大 に な る とは思 わ れ な い。 したが って ク ラ ー ク

税 の 三 角 形 はOG/π で あ る。00を 連 邦 予 算 総 計,π を有 権 者 数 とす る と,

ク ラー ク税 総 額 は 約2千 ドル,こ の額 を さ らに π 人 に 分 け る な らば,千 分 の

1セ ン トほ ど に しか な ら意 い 。

これ ほ ど僅 か の ク ラー ク税 に よ って 真の 需 要 表 明 の 誘 因 とな るな らば,こ れ

ほ ど安 い もの は な い 。 しか し正 直 は こん な に安 く 野買 え る"も の で あ ろ うか 。

第三 に,需 要 表 明 過 程 の 必 要 性 は 「フ リー ・ライ ダ ー問 題 」解 決 の た めの 一

つ の工 夫 で あ るが,も と も と 「フ リー ・ライ ダ ー 問題 」 は そ れ ほ ど重 大 な問 題

な の か,と い う根 本 的 な 疑 問 が あ る。 この疑 問 は今 は 亡 き ヨハ ンセ ンが 述 べ た

もの で あ るが,「 わ れ わ れ の 身 の 回 りに は沢 山の 公 共 財 が あ る し,ま た公 共 財

に対 す る選 好 を 隠 そ う と して い るよ うに は思 われ な い沢 山 の グル ー プや 個 人 も

多 い 。」10)も と も と 「正 直 で あ れ 」 とい う こと は,正 直 が効 用 の極 大 に導 くか

ら とい うの で は な く,社 会 的 規範 で は な い の だ ろ うか 。正 直 とい う徳 目が 浸 透

して い る社 会 で は,サ ー ビス を受 け て い なが ら素 知 らぬ顔 を して支 払 いを 拒 む

の は厚 顔 の誘 を ま ぬ が れ な い で あ ろ う。 ま た,公 共 選 択 の現 行 制 度 の 下 にお け

る実 態 は ク ラー ク税 によ る個 々人 の需 要 表 明 の 必 要 性 と は無 関 係 に,選 挙 民,

代 議 士 そ して 官 僚 の 三 つ の グル ー プ に よ る駆 け引 き,結 託,妥 協 あ るい は 強行

採 決 に よ って 運 ば れ て い る よ うで あ る。 公 共 選 択 の 場 で は フ リ ー ・ラ ィ ダ

10)Johansen,Leif,"TheTheoryofPublicGoods:MisplacedEmph翫sis?" ,

JoωrπαZoゾPωbあcEco7τom`c8,vol.7(1977),P.148.
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、一 が恒 久 的 に存 在 し続 け る と は思 われ な い111。 と くに税 収 が 逼 迫 して い る低 成

長の自由主義諸国では,税 負担の公平な執行を要求する声が,フ リー ・ライダ

一の存在余地を益々少な くしているのが現状ではなかろうか。
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